
プラットフォームのイメージ 

資料６ 



「知識サポート・経営改革プラットフォーム」のイメージ図 

 専門家・先輩経営者による高度で生きた知識サポート 
 専門家・支援機関による高度な経営アドバイス（起業支援、国際化、財務、労務、法務など）を実施。 

 先輩経営者からの実践的で生きた知識・ノウハウを提供。 

 ＩＴと現場の両面から効果的な支援を提供 
 気軽に相談できる専門家・先輩経営者等とのマッチングや、情報提供、経営改革に関するＩＴ支援等を実施。 

 地域毎の相談を実現するため、全国200か所程度の地域プラットフォームを整備。 
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１．政策情報提供の事例 

    J-Net21 （（独）中小企業基盤整備機構） 

○全国の公的支援機関が実施する中小企業向け施策に関する情報を発信。(アクセス件数約4300万件／年) 

○「ここに注目！中小企業支援施策」では、中小企業庁が行う、重点施策（年度ごと）を特にピックアッ
プして解説。資金や経営相談など、目的別に施策を選択可能。(アクセス件数約28万件／年) 

○「支援情報ヘッドライン」では、全国の中小企業支援機関のＷＥＢサイトに掲載された施策（補助金や
イベントなど）最新情報を一覧できる(毎日更新、アクセス件数約680万件／年)。 

○「資金調達ナビ」では、全国の公的機関の資金に関する施策情報が検索できる。補助金・助成金、融資
制度等の資金別に、運転資金、設備資金等の目的別に検索が可能。(アクセス件数約35万件／年) 

▲ここに注目！中小企業支援施策 

 

▲支援情報ヘッドライン 
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○専門家を検索し、相談・面談をすることができる（相談者登録約40万人、専門家登録約430名※）。「エキスパートQ
＆A」では、投稿型の質問及び回答の閲覧が可能。（※登録に際し、相談者は審査不要。専門家は審査有り。） 

○各専門家ごとに、相談・面談の結果に関するユーザによる評価が集計され、５ポイント満点で表示される。（部門
ごとのランキングも公表。） 

○相談者の登録は無料※１、専門家の登録は有料※２。専門家は、相談者からの評価による自己をアピールや、サイ
ト内でのセミナー告知などにより、本来の業務の拡大につなげることができる。（※１オンライン上の相談は無料だが、直接
対面での面談は有料の場合有り。※２初期費用98,000、月額6,300円等） 

２．マッチングの事例 （１） 
   ドリームゲート （（株）プロジェクトニッポン） 

▲検索画面 

 

▲相談結果に対するユーザのコメント 
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▼専門家の回答に対するコメント 
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２．マッチングの事例（２） 
   J-Net21の「にぎわい広場」 （（独）中小企業基盤整備機構）  

○自社の製品等の情報を登録してＰＲ（登録無料）。掲示板形式のビジネスマッチングの場を提供。 

○登録企業は約12,000社。（登録に際し、審査有り。アクセス件数約8万件／月。） 

検索画面 

 検索結果 

 各社情報 
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３．業務連携の事例 

   学校給食管理システム  （（株）コンピューターシステムハウス） 

○パンや米飯の製造業者が登録し、製造計画、納品、請求等を登録。（各種台帳の出力等も可能） 

○事務局が、製造業者が登録する納品、請求データを基に、学校給食会への請求、精算を行う。 

  ※利用料は、製造業者全体で合計月額１５７５０円。 

▲イメージ 

 

▲納品情報入力画面例 
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○中小企業信用リスク情報データベース（略称ＣＲＤ）に蓄積されている約１６０万社以上の中小企業
（うち約７割は、年商３億円以下の比較的小規模な企業）の財務データを用いて構築。  

○自社の決算情報を入力すると、ＣＲＤに蓄積された大量データを基に、業界の中での自社の各財務指標
値の優劣や収益性･効率性･生産性･安全性･成長性の５項目について経営状態の点検が可能。（無料） 

○同業種のデフォルト企業（倒産や借入金の延滞などにより債務不履行に陥った企業の総称）と比較する
ことで、経営の危険度についても点検が可能。 

４．経営改革支援の事例（１） 
   J-Net21の「経営自己診断システム」 （（独）中小企業基盤整備機構） 

▲入力画面 

 

▲診断結果例 
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○インターネットを利用したＡＳＰ（アプリケーション・サービス・プロバイダー）システムとしての経理ソフトであり、伝
票入力や決算、各種申告書作成等が「いつでも」「どこでも」「誰にでも」簡単に行える経理システム※ 

   ※要登録。利用料は年間31,500円（各都道府県による） 

○商工会が行う記帳機械化事業の標準システムとして、ネットde記帳は全国43県で導入され、65,000事業所以上
の経理データが商工会において代行処理されている。 

４．経営改革支援の事例（２） 
   ネットde記帳 （全国商工会連合会） 

▲イメージ 

 

▲入力画面例 
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